
指　　標 単位 令和６年度の取組状況、令和７年度の取組方針等

高齢者等が住み慣れた地域でニーズに合った介護・福祉サービスを受けることができる（県民意識調査）
5段階
評価

R5 2.71 R8 3.00 R6.８ 2.49
介護人材の確保、介護のITC化、介護予防・重度化防止の取組等を継続し、介護保険制度の安定性・持続可能性を高
め、必要なサービスの提供を確保する。

要介護３以上の者が被保険者に占める割合（年齢調整後） ％ R4 6.8 R8 6.5 R5 6.8
全国平均は6.6％。本県は全国で９番目（令和４年度は８番目）に高い水準。
要介護３:2.7、要介護４:2.5、要介護５:1.6

要介護１以上の者（65-74歳）が被保険者に占める割合 ％ R5.10 3.0 R8 2.8 R6.10 3.0
本県は全国平均と同率となっている。
R6.10月:2.96％　　全国平均:2.96％

「通いの場」への参加率 ％ R4 5.6 R8 8.0 R5 6.6
生活支援コーディネーター研修や情報交換会を継続的に開催したほか、通いの場の充実をテーマにした市町村伴走支援事業に、国や関係
機関と協力して取り組んだ。リハ職を活用した通いの場の充実について県地域リハ支援センターの活用を働きかけていく。

介護予防・日常生活支援総合事業の介護予防・生活支援サービス事業のうち、訪問型従前相当サービス
以外の訪問型サービス事業を実施する市町村数

市町村 R4 13 R8 20 R6 14
市町村とともに多様な主体によるサービスの開発などに取り組む生活支援コーディネーター向けの研修や情報交換会を継続的に開催したほ
か、新たなサービスの実装に向けた市町村伴走支援事業に取り組んだ。７年度も継続して各市町村の実情に合わせた支援に取り組んでい
く。

介護予防・日常生活支援総合事業の介護予防・生活支援サービス事業のうち、通所型従前相当サービス
以外の通所型サービス事業を実施する市町村数

市町村 R4 16 R8 20 R6 17
市町村とともに多様な主体によるサービスの開発などに取り組む生活支援コーディネーター向けの研修や情報交換会を継続的に開催したほ
か、新たなサービスの実装に向けた市町村伴走支援事業に取り組んだ。７年度も継続して各市町村の実情に合わせた支援に取り組んでい
く。

「介護予防/日常生活支援を推進する」の得点【インセンティブ】 点 R5 40 R8 全国平均 R6 49
全国平均を12.5ポイント下回っている。体制・取組指標群のうち、得点率の低い「リハビリテーション等の専門職の確保に向けた環境整備」に
取り組んだ。７年度は「地域リハビリテーション推進協議会」「地域リハビリテーション支援センター」の設置により取組をさらに進める。

地域包括支援センターに三職種を配置している市町村数 市町村 R4 21 R8 25 R5 18
「地域包括支援センターの事業評価」を適切に実施することにより、市町村に適正な人員配置を働きかけた。7年度も調査と
事業評価を継続して実施する。

地域課題を検討する地域ケア会議の検討内容を取りまとめて、住民向けに公表している市町村数 市町村 R4 4 R8 18 R5 4
自立支援型地域ケア会議、地域ケア推進会議研修を実施し、事業間連携の核となる地域ケア会議の活用を促した。７年
度も継続して研修等により支援するほか、未実施市町村へ情報提供により地域ケア会議の積極的な活用を働きかけていく。

地域ケア会議において複数の個別事例から地域課題を明らかにし、これを解決するための政策提言を
行っている市町村数

市町村 R4 13 R8 18 R5 17
自立支援型地域ケア会議、地域ケア推進会議研修を実施し、事業間連携の核となる地域ケア会議の活用を促した。７年
度も継続して研修等により支援するほか、未実施市町村へ情報提供により地域ケア会議の積極的な活用を働きかけていく。

リハビリ専門職（ＯＴ、ＰＴ、ＳＴ）のうち、市町村事業（介護予防事業、地域ケア会議等）に
関与した経験がある者の割合

％ R5 － R8 20.0 R6 8.9
研修会やブロック会議を実施し、活動に関与する人材の裾野拡大に取り組んだ。令和7年度は新たに秋田県地域リハビリ
テーション支援センターを設置し、市町村事業への関与を促進する。

地域ケア会議への生活支援コーディネーターの参加率 ％ R4 75.0 R8 100.0 R6 92.0
生活支援コーディネーター研修や自立支援型地域ケア会議研修を実施したほか、全市町村の実施状況調査を行い、市町
村に情報提供することにより適切な事業の実施を促した。Ｒ７年度も研修の実施等による働きかけを継続する。

医療・介護関係者の情報共有に取り組んでいる市町村数 市町村 R5 20 R8 25 R6.9 22
令和６年度は前年度と比較して２市町村増加した。
計画期間内に全市町村が取組を実施するよう働きかけていく。

チームオレンジの設置数 市町村 R5 5 R8 25 R6 7
コーディネーターを養成したほか、未設置市町村への状況調査で課題の整理を行った。ノウハウをもつ人と未設置
市町村をつなぐなど、個別支援を強化する。

認知症総合支援に係る支援【インセンティブ】 点 R5 68 R8 全国平均 R6 66
認知症の本人や家族のニーズ、県や市町村の認知症施策の進捗状況の把握を行った。施策に反映するよう引き続き努め
る。

高齢者虐待について、講演会や市町村広報誌等による、住民への啓発活動を実施する市町村数 市町村 R4 12 R8 25 R5 12
住民や事業者への啓発活動の重要性について、市町村職員向けの研修等により周知した。７年度も働きかけを継続してい
く。

高齢者虐待の未然防止のため、介護サービス相談員派遣事業等による施設・事業所内、家庭内の
介護サービス状況等の確認に取り組む市町村数

市町村 R4 4 R8 13 R5 3
虐待の未然防止のためには、外部の目や定期的なチェック機能を取り入れることが効果的であることを市町村向けの研修会、
施設管理者向けの研修により情報提供した。７年度も働きかけを継続していく。

歩道段差解消箇所率 ％ R4 90.1 R8 90.5 R6 91.3 道路施設の補修により一部区間の段差や勾配等を解消した。

県有施設のバリアフリー化率 ％ R4 54.2 R8 58.0 R5 54.5 県有施設224施設を対象にバリアフリーの状況に関する調査を行った。

バリアフリー適合証の累積交付数 件 R4 1,298 R8 1,560 R7.1 1,323 秋田県バリアフリー社会の形成に関する条例に適合する15施設(R7.1月時点)に対し、適合証を交付した。

秋田県第９期介護保険事業支援計画・第１０期老人福祉計画の進捗状況について

■地域包括ケアシステムの深化・推進と地域共生社会の実現
基準値 目標値 実績値



指　　標 単位 令和６年度の取組状況、令和７年度の取組方針等

秋田県の介護職員数 人 R4 22,878 R8 23,550 R5 22,672

認証評価制度の周知やＰＲ、取得の働きかけを積極的に行うことで認証取得事業者を増やし、介護や福祉の職場のイメー
ジアップを図りながら、若者や中高年、外国人を含む多様な人材の新規参入の促進、各層に対応した研修の充実による資
質の向上、介護ロボットやＩＣＴの導入による労働環境の改善・業務の効率化等による定着促進など、確保対策を実施し
た。引き続き、総合的な確保対策を推進していく。

秋田県の介護職員離職率 ％ R4 9.9 R8
9.9%以

下
R5 9.8

介護職員の離職率は、全国平均と比較しても良好な水準で推移しており、認証評価制度の普及・促進等により引き続き働
きやすい職場環境づくりを推進していくほか、新たにカスタマーハラスメント対策にも取り組んでいく。

介護サービス事業所認証評価制度による認証事業者数 事業者 R4 62 R8 95 R6 79
令和６年度の新規認証取得事業者数は１０事業者と、多くの事業者が認証取得に向けて取り組んでおり、引き続きセミ
ナーの開催等を通じて制度の普及・促進に務めていく。また、新たに、特に優れた取組を行う事業者を新たに認証するプラチナ
認証制度の運用を令和７年度に開始し、好事例の横展開を推進する。

認証評価制度新規参加宣言事業者数（毎年度） 事業者 R4 12 R8 15 R6 19
認証事業者の拡大により、参加宣言事業者数も増加しており、介護人材確保推進員の事業所訪問等を通じて、制度の普
及・促進に努め、参加宣言事業者の拡大を図る。

社会福祉連携推進法人又は法人間連携プラットホームへの加入法人数 法人 R5 4 R8 12 R6 4
小規模法人のネットワーク化による協働推進事業を実施し、社会福祉連携推進法人の立ち上げ支援、法人間連携プラット
フォームの活動への支援を行っている。令和７年度も同事業を引き続き実施する予定。

介護職応援サイトアクセス数（毎年度） 回 R4 34,459 R8 40,000 R6 48,192
令和6年度はWebサイトをリニューアルした上で、介護職員のインタビュー記事や動画等を掲載し、介護職の魅力や認証評価
制度に関する情報を発信した。令和7年度も引き続き情報発信を行う。

介護の職場体験者数（毎年度） 人 R4 87 R8 100 R6 71
県内の中学校・高校や、関係機関に周知を行い、体験希望者に対して、随時、職場体験の機会を提供した。令和７年度
も、引き続き実施し、中高生等の介護職への理解を深めていく。

介護に関する入門的研修受講者数（毎年度） 人 R5 55 R8 65 R6 91
地域の広報紙等でPRを行いながら、介護の基本知識・技能を修得するための研修を、県北・中央・県南の３会場で合計４
回開催した。令和７年度についても、開催地域等を検討しながら、引き続き研修を開催していく。

主任介護支援専門員研修修了者数（毎年度） 人 R5 74 R8 85 R6 56
主任介護支援専門員研修を実施したほか、主任介護支援専門員の指導力向上や、介護支援専門員等の資質向上に係
る研修を実施した。令和７年度も各種研修を継続実施していく。

介護ロボット等導入推進支援事業活用事業所数（累計） 事業者 R5 226 R8 400 R6 353
令和6年度は129事業所に対し、介護ロボット・ICT等の介護テクノロジー導入に係る経費の支援を実施した。令和7年度も
引き続き導入経費の支援を実施する。

介護職員等処遇改善加算の取得率 ％ R5 91.2 R8 96.5 R7.3 96.8
令和６年度はメールやホームページ等で事業所に対して加算取得等に関する働きかけを行った。令和７年度は、当加算の
新規取得や上位区分の取得を促進するため、専門的な相談員（社会保険労務士など）による個別相談窓口の設置・研
修会の実施等により、介護サービス事業所等に対する個別の助言・指導等の支援を行う予定である。

■介護人材の確保･育成と介護現場の革新

基準値 目標値 実績値



指　　標 単位 令和６年度の取組状況、令和７年度の取組方針等

被保険者１人当たりの介護給付費（年齢調整後）
（全国を100とした場合の指数）

％ R3 107.7 R8 100.0 R4 109.9

令和４年10月から介護職員等ベースアップ等支援加算が創設されたこと等により、全国的に被保険者１人当たりの介護給
付費（年齢調整後）は増加した。本県では被保険者数の減少により母数が減ったことも単価の増加要因の一つと考えられ
る。
本県は全国で7番目に高い水準となっている。
　R4:秋田県22,751円/全国20,707円
　R3:秋田県22,278円/全国20,683円

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の待機者数 人 R5 2,734 R8 2,300 R6 2,744
R5と比較してR6では、待機者数はR5:2,734人→R6:2,744人と10人（0.4%）増加した。
計画期間内に、R5と比較して待機者数を15%程度減少させることを目標とする。

事業所における転倒・転落による骨折事故の件数 件 R4 595 R8 520 R5 694
R4と比較してR5では、約100件（16.6%）増加しており、サービス区分別では、「特定施設」や「グループホーム」の事故報
告件数が特に増えている。件数の増加理由としては、令和４年度の後半に過去３年間事故報告が無かった施設に対して、
適切な報告するよう周知したことも影響している可能性がある。

業務としてたん吸引等ができる職員数（累計） 人 R5 1,349 R8 1,550 R7.3 1,482
指導看護師養成研修を実施し、令和４年度は３７名、令和５年度は２７名、令和６年度は２８名が修了している。
実地研修が安全に実施されるよう手技確認講習を実施し、令和４年度は２１名、令和５年度は２９名、令和６年度は
４７名が修了している。

ユニットリーダー研修の実地研修施設数 施設 R5 0 R8 3 R7.3 2
各施設に委託先で実施している「実地研修施設を目指すセミナー」等の案内を行った。
R6.3.6の選定委員会において、２施設が合格となったため、令和６年度は県内２施設が実地研修施設として稼働してい
る。令和７年度も引き続き委託先でのセミナーや研修等について、積極的に周知を行う予定。

要介護認定の適正化に取り組む保険者数 保険者 R5 21 R8
22

(全保険
者)

R5 21
厚労省実施「適正化実施状況調査」等に基づき、各保険者の実施状況や課題等について調査を実施。介護給付適正化
研修会において、各保険者の実施状況や好事例となる取組等の情報を提供しており、令和７年度も引き続き研修会を実
施していく。

ケアプランの点検・住宅改修等（住宅改修、福祉用具購入・貸与）の点検に取り組む保険者数 保険者 R5 20 R8
22

(全保険
者)

R5 20
厚労省実施「適正化実施状況調査」等に基づき、各保険者の実施状況や課題等について調査を実施。介護給付適正化
研修会において、各保険者の実施状況や好事例となる取組等の情報を提供しており、令和７年度も引き続き研修会を実
施していく。

縦覧点検・医療情報との突合に取り組む保険者数 保険者 R5 22 R8
22

(全保険
者)

R5 22
厚労省実施「適正化実施状況調査」等に基づき、各保険者の実施状況や課題等について調査を実施。介護給付適正化
研修会において、各保険者の実施状況や好事例となる取組等の情報を提供しており、令和７年度も引き続き研修会を実
施していく。

基準値 目標値 実績値

■介護保険制度の安定性・持続可能性の確保


